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理事会通信

第２５回役員会（平成１７年９月６日）の概要

　（会長報告）

　　　９月初旬、奈良消費者センターから苦情相談が入る。関調協会員外の業者の苦情であるが依頼人からも直接相談が入ったため対応した。

　　　大阪府警生活安全課課長（三代地新課長）を東田副会長と２人で表敬訪問し、協会及び業界の現状を報告した。雑談の中で三代地課長からは「業法ができれば業界の一本化が望ましい」との発言があり、当業界としてもそれを望んでいる旨を告げ、業界正常化の為の協力を要請した。

　　第１号議案　委員会の組織編成の一部追加について

各理事は総務委員会、組織委員会、広報委員会、研修委員会、業務適正化委員会、親睦委員会の委員を担当することになっているが、樋渡晃理事が漏れていたため、親睦委員会副委員長、総務委員、広報委員を務めていただくことに決定した。

　　第２号議案　個人情報保護法施行に伴う業界への影響及び戸籍住民票問題の取り組みについて

　　　個人情報保護法施行以来、法案の内実よりもアナウンス効果の影響で、調査時において取材拒否が非常に多くなってきている。このままでは中途採用調査において、在籍確認すら取れなくなる。また、結婚や身上などその他の調査にも多大な影響が出てくると予想される。

　　　以前より同法の欠陥点、不備な点の実例を挙げ、関係先に働きかけていくという方針が出されていたが、全調協や全国調査業協同組合とも連携しながら、経済５団体などと同法を巡って懇談を持つことを模索していく必要性があることが確認された。
　　また、戸籍・住民票問題で兵庫県の業者の不正入手問題に端を発し、原則公開から非公開へ、との動きがあることに注視していく必要性があることで意見が一致。

そもそも戸籍・住民票が何故今まで公開原則を堅持してきたかなど、公開の必要性を理論武装をしていく必要があるという意見も出された。

第２６回役員会（平成１７年１０月１１）の概要　　

（会長報告）
　大阪に本拠を置くNPO法人の調査業団体がホームページ上に掲載している内容について、生活局長名による説明要請（改善命令に等しい）が出されていたことを報告。

　次いで、戸籍謄本や住民票の公開原則を規制する法改正の動きに対して、調査業団体が運動をしなければ調査業の存続を危うくするだけではなく、自己の個人情報の開示を拒否できる匿名制度では、履歴・身分詐称が野放しとなり、犯罪の温床となる。これについて、戸籍の記載事項公開の公共性、妥当性を証明する事例の収集、および意見書の作成等について関調協で取りまとめ、それをもとに他の同業者団体とも協調して関係省庁や国会議員等に働きかけをしていきたい旨を述べ議事に入った。

第1号議案　住民票・戸籍の記載事項の公開規制問題について
　個人情報保護法施行後、日本経済新聞、読売新聞などで『保護の行き過ぎ』『匿名社会に対する歯止め必要』、『保護範囲の限定が必要』などの意見が掲載されていた記事を資料として各理事の意見が交わされた。

読売新聞社会部長および大学教授が『匿名社会の不気味さ』を指摘している。それら有識者に対して戸籍を必要とする事例の資料を添付した意見書を送付し、さらに経済団体の首脳にも警鐘を鳴らすなど、それらの活動を継続・反復して行なう必要があることで意見は一致。

意見書の作成は松谷会長、東田副会長などが協力して執筆。各理事は引き続き戸籍、住民票の必要事例の収集、提出意見書を補強する資料の収集など協力することとなった。
事務局便り
　　会員の方で体調を崩しておられる方が何名かおられます。季節の変わり目には十分注意しましょう。

　　平成１７年度下期の会費請求を９月末に出させて頂きました。未納の方は出来るだけ早めに納付して下さい。
　　個人情報保護法施行に伴う過剰反応で調査（取材）が非常に難しくなっております。協会は今後この保護法と戸籍住民票問題に真剣に取組み、主張すべきは主張する、活動する協会でなければならないと考えています。皆様のご協力をお願いすると共に、保護法施行及び戸籍住民票が入手できない事による弊害から、人の生命、財産、心身に関わるような問題があれば、その調査事例を具体的にお知らせ下さい。今後の協会活動の参考資料にしたく思っておりますのでお願い致します。
役に立つ法律問題　　　　　　　　　　　弁護士　小山　彰松
問題　　登記簿にＡ土地の所有名義がＯさんになっていたので、ＯさんからＡ土地　　　　を５０００万円で買ったところ、ＢさんがＡ土地は自分の所有だと言って　　　　きました。登記簿に記載された所有者が取引上は所有者と見なされないので　　　　すか。

　回答　　登記簿は所有者の名義を公示しますが、その名義人が真の所有者であること　　　まで保障しません。従って、登記簿上の所有名義人から購入され、登記名義の移転を受けても、真の所有者から所有権の確認訴訟を提起されたら、敗訴する場合があります。しかし、通常は真の所有者と登記名義人は同じですから、Ｏさんが登記名義になっていることに、真の所有者Ｂさんが関与（例えば、差押を免れるためＯさん名義にしている）している場合には、裁判所はＢさんの主張を認めません。不動産を取得する場合は、今の登記名義人だけでなく、その前の登記名義人にもあたる必要があります。

問題　　Ｃさんからオメガの高級時計を買いました。ところが、後日Ｄさんがこの　　　　時計は自分の時計だから返せと言ってきました。２０万円も出して買ったの　　　　に、Ｄさんに返さなければなりませんか。

回答　　結論、原則としてＤさんに返さなくてもよい。

解説　　不動産と違って､動産の場合は所持している人の所有と信じて買った場合は、　たとえＣさんの所有物でなかっても、買った人は所有権を取得出来ます。これを動産の善意取得と言います。不動産との違いを考えてみてください。

問題　　Ａ社から、自動車を担保に入れるから５００万円貸して欲しいという申　　　　入れがありました。担保に取る手続を教えてください。

解説　　質権が考えられます。質権を自動車に付ける場合は、債権者が担保の自動車を占有する必要があります。Ａは担保に入れた自動車を使用出来ないことになります。Ａが使用しながら担保に入れる場合は、質権は適当ではないことになります。

　　　　抵当権はどうでしょうか。抵当権は公示方法がしっかりしている不動産等に　　しが認められておりませんので困難です。譲渡担保が考えられます。民法には　　条文はありません。

　　　　これは所有権を債権者に移転して、債務者は債権者から使用貸借する。借金を返済すれば自動車の所有権を戻してもらう、借金の返済が出来ないときには自動車を債権者が処分して、債権の返済に充てる制度です。

問題　　 高級ダイヤモンドの指輪に抵当権を設定出来ますか。

結論　　出来ない。

解説　　前問で述べましたように、動産は原則として抵当権の対象にはなりません。　　　これは公に認められた登記等の公示制度がないからです。抵当権はその目的　　物を抵当権設定者の手元におきながら担保に入れるものですから、第三者から　　見ると、そのダイヤが担保に入っているかどうか判りません。それでは第三者は怖くてダイヤを買うことが出来ません。ところが、公示制度が整っている土地の場合は、登記で権利関係を公示しますから、抵当権をその土地に付ける場合も登記簿に抵当権の内容を記載すれば、その土地を購入希望の入も登記簿を見れば、抵当権の内容を知ることが出来、その土地を買うときの参考になります。

問題　　 抵当権を付けるとどんな点で有利になるのですか。

解説　　貸したお金の担保として不動産（土地）に抵当権を付けると、債務者が約束どおり返済をしてくれなかったときに、その土地を競売にかけて、その競売代金から優先的に返済を受けることが出来ます。債務者が倒産したときでも、破産の手続とは関係なしに､その土地から優先的に返済を受けることが出来ます。優先的に弁済を受けられる順位は､抵当権を付けた日付の古い順になります。つまり早く抵当権を付けたものが有利になります。従って、担保余力のない不動産に抵当権を付けても、あまり意味がありません。
問題　　 Ａ社の機械に抵当権を付けることが出来ますか。

　　　　Ａ社の機械を担保に取るにはどうすればよいのですか。

回答　　付けることは出来ません。

解説　　その財産に抵当権を付けているかどうか公に公示しなければ、その物を取り　　引きする人に不測の損害を与える恐れが出てきます。例えばある機械を購入し　　たところ、その機械に抵当権がついていたら、抵当権者が競売をかけ、第三者　　がその機械を競落したら、機械を購入した人は機械の所有権を失うことになり　　ます。従って、第三者から見て抵当権が付いているかどうかがわかる公示制度　　のある物件しか法律は抵当権を認めていません。すなわち登記制度のある不動　　産、一定の大きさ以上の船舶しか認めていません。
　　　　Ａ社の機械を担保にとるには、質権を設定するか、譲渡担保を付けるかの方法しかありません。質権は、機械を貴社の占有化におかなければなりません。Ａ社は機械を動かして、収入を得、貴社に対する債務の返済に充てる予定にしていたところ、機械の占有がなくなれば、機械を作動して収入をあげることが出来ません。質権は担保としては良い制度ではありません。

　　　　そこで考え出されたのが､譲渡担保の制度です｡法律には規定がありません。　　実務上考え出された制度です。裁判所では認知されています。機械の所有権を貴社に移転し、貴社が機械をＡ社に使用貸借か賃貸借で利用させる方法です。Ａ社が約束の期限までに債務を履行しなかったときは、貴社がこの機械の所有権を完全に取得出来る制度です。Ａ社が債務を履行すれば、機械の所有権はＡ社に戻ります。

※　　貴社がＡ社に対する１０００万円の債権の担保として、Ａ社の２０００万円の機械を譲渡担保に取った場合、Ａ社が債務を履行しなかった場合は、この機械の所有権をまるまる取得出来るか。

　　　　　貴社には清算義務があります｡貴社はＡ社に対する債権の支払いを受ければ、　何らの損害もありません。それ以上の利益を受ける法的権利もありません。したがって、機械の価値が債権よりも多いときは、その差額をＡ社に返済する義務があります。

問題　　 抵当権と根抵当権の違いを教えてください。

解説　　抵当権は、ある特定した債権の担保としてしか存在しません。これを附従性と言います。従って、その債権が弁済を受け消滅すると、その抵当権も消滅します。その後、両当事者に同種の債権が発生しても、前の抵当権を流用することが出来ません。新たに抵当権を設定する必要があります。費用が馬鹿になりません。　　　そこで、継続的な取引で債権が発生したり、消滅したり繰り返している場合に､個々の債権ごとに抵当権をつけていたら費用､手続の面で無駄であるので、担保する一定の債権額を決めておき、その範囲内で債権が発生したり、消滅しても、その抵当権が担保する制度を作りました。これが根抵当権です。ある時期に残っている債務を担保します。ある一定の債権額のことを極度額といいます。後からこの不動産に抵当権を付ける債権者は、不動産の価値からこの極度額を差し引いた額が担保としての価値になります。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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会員コナー

事実と虚構　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事　脇山　良之
　人は「事実は小説よりも奇なり」といい、かたや「小説とは花も実もある嘘八百だ」といった作家がいます。虚構で塗り固めた物語であっても「花も実もある」としたところに作家としての自負が見えます。　実のところ現実→リアリズムよりは虚構の世界のほうが面白い。いや、はるかに面白い。　だいいち現実の世界でそんなに面白い話が転がっているはずもなく、同じ事が繰り返しされるとつまらなくなってしまうのが『現実の話』です。　ところが小説や芝居（映画）という虚構では、同じものが繰り返し読まれたり、上演されたりしても、なお、人びとを感動させる力があります。もしかすると、事実には事実としての力がありながら、それを表現する方法が難しいのかもしれません。優れた人が事実を伝えるとき、事実がもっている意味性に光を当てて表現し、そこに、ある種の深みと陰影を与えている作為に気づかされます。

　写真家ロバート・キャパがスペインの戦場で撮った『崩れ落ちる兵士』は報道写真家として一躍彼を有名にしました。写真では一兵士が銃弾に斃れる姿だけですが、そこから人びとは『戦争とは何か』という意味性を見出すことができる優れた写真です。

　この写真は事実に基づいていますが、現象は時間の経過で変化します。一瞬の時を止めて写真という平面に事象を焼き付けた映像は静止しており、写真は事実に基づく虚構の一種といえます。

　その虚構の最たるものに人形浄瑠璃があります。物語も虚構であり、人形を人物に見立てて人があやつり芝居をさせる。これを絵空事ではなく現実に進行する迫真のドラマとして感動させる。これはもう表現力、つまるところ芸の力です。

　私たち調査の世界で報告書に脚色を加えることはタブーですが、芸術という世界は豊な表現力によって事実とは違う想像の世界で、いつまでも感動を与え続けてくれます。
倫理綱領


一、会員は、調査業の社会的使命を自覚し、誠実な職務遂行によって社会に貢献すること。





二、会員は、全ての業務において法を順守し、社会常識を逸脱するような行為をしないこと。





三、会員は、契約を信義に基づく誓約とみなし、矜持をもって調査に当たること。





四、会員は、人格を磨き、能力を高め、顧客満足の実を挙げるよう努めること。





五、会員は、人びとの名誉、権利を尊重し、部落差別調査の廃絶に努めること。





六、会員は、業務上知り得た情報並びに機密の秘匿、保持に努めること。





七、会員は、相互に協調し、連帯感有る活動を通じて業界の発展に努めること。
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